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１　部総括

区分 令和２年度 対 前 年 度

６月補正後 ２月補正後 当　　　初 比 較

予　算　額 予　算　額 予　算　額 (Ｃ－Ａ)

事業別 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ／Ａ

補 助 公 共 ・ ( ▲388,189 )

交 付 金 事 業 46,680,070 53,358,175 46,291,881 99.2

( 4,428,737 )

県 単 公 共 事 業 14,808,497 14,808,497 19,237,234 129.9

( 901,764 )

直轄事業負担金 6,134,694 7,110,100 7,036,458 114.7

( 0 )

災 害 復 旧 事 業 9,070,495 5,314,312 9,070,495 100.0

( 4,942,312 )

（ 公 共 計 ） (106.4)

( ▲ 258,234 )

そ の 他 8,380,555 7,388,524 8,122,321 96.9

( 4,684,078 )

 一  般  会  計 85,074,311 87,979,608 89,758,389 105.5

( ▲ 163,064 )

用 地 特 会 832,725 331,378 669,661 80.4

( ▲ 161,551 )

港 湾 特 会 913,716 898,716 752,165 82.3

( ▲ 324,615 )

 特　別　会　計 1,746,441 1,230,094 1,421,826 81.4

( 4,359,463 )

 部 予 算 合 計 86,820,752 89,209,702 91,180,215 105.0

議案第１３号　令和２年度宮崎県公共用地取得事業特別会計予算

議案第　１号　令和２年度宮崎県一般会計予算

議案第１４号　令和２年度宮崎県港湾整備事業特別会計予算

令和２年度当初予算一覧（県土整備部）

(単位：千円、％）

令和元年度

(76,693,756) (80,591,084) (81,636,068)
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２　補助公共・交付金事業

区分 対 前 年 度

６月補正後 ２月補正後 当 初 比 較

予　算　額 予　算　額 予 算 額 （Ｃ－Ａ）

事業別 Ａ Ｂ Ｃ （Ｃの内数） Ｃ／Ａ

( 159,201 )

道 路 25,628,149 28,982,055 25,787,350 6,605,910 100.6

( ▲ 334,883 )

河 川 9,782,900 11,837,866 9,448,017 5,256,400 96.6

( 103,254 )

ダ ム 339,970 362,200 443,224 0 130.4

( 522,920 )

砂 防 5,211,185 5,870,082 5,734,105 1,297,890 110.0

( ▲ 359,971 )

港 湾 2,588,545 3,424,120 2,228,574 908,250 86.1

( ▲ 49,154 )

住 宅 785,785 816,406 736,631 0 93.7

( ▲ 574,811 )

街 路 2,147,536 1,756,091 1,572,725 283,195 73.2

( 0 )

区 画 整 理 37,000 37,000 37,000 0 100.0

( 145,255 )

都市・公園 159,000 272,355 304,255 0 191.4

( ▲388,189 )

計 46,680,070 53,358,175 46,291,881 14,351,645 99.2

（単位：千円、％）

令和元年度 令和２年度

防災・減災、
国土強靱化
対策分
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３　県単公共事業

区分 対 前 年 度

６月補正後 ２月補正後 当 初 比 較

予　算　額 予　算　額 予 算 額 （Ｃ－Ａ）

事業別 Ａ Ｂ Ｃ （Ｃの内数） Ｃ／Ａ

( 640,683 )

道 路 9,063,699 9,063,699 9,704,382 2,600,000 107.1

( 1,225,443 )

河 川 1,882,776 1,882,776 3,108,219 1,700,000 165.1

( 0 )

砂 防 530,277 530,277 530,277 190,000 100.0

( 270,000 )

街 路 365,500 365,500 635,500 0 173.9

( 2,330,000 )

都市・公園 2,072,707 2,072,707 4,402,707 0 212.4

( ▲ 37,389 )

港 湾 845,180 845,180 807,791 0 95.6

( 0 )

住 宅 31,858 31,858 31,858 0 100.0

( 0 )

空 港 16,500 16,500 16,500 0 100.0

( 4,428,737 )

計 14,808,497 14,808,497 19,237,234 4,490,000 129.9

（単位：千円、％）

令和元年度

防災・減災、
国土強靱化
対策分

令和２年度
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４　直轄事業負担金

区分 対 前 年 度

６月補正後 ２月補正後 当　　　初 比 較

予　算　額 予　算　額 予　算　額 （Ｃ－Ａ）

事業別 Ａ Ｂ Ｃ （Ｃの内数） Ｃ／Ａ

( 388,643 )

道 路 1,952,000 2,223,694 2,340,643 200,000 119.9

( 264,011 )

河 川 725,789 1,260,146 989,800 288,000 136.4

( ▲ 20,125 )

砂 防 349,404 492,845 329,279 119,198 94.2

( 23,570 )

港 湾 735,000 567,420 758,570 0 103.2

( 0 )

災 害 50,000 235,941 50,000 0 100.0

( 278,335 )

空 港 251,331 170,741 529,666 323,866 210.7

( ▲ 32,670 )

高 速 道 2,071,170 2,159,313 2,038,500 0 98.4

( 901,764 )

計 6,134,694 7,110,100 7,036,458 931,064 114.7

（単位：千円、％）

令和元年度 令和２年度

防災・減災、
国土強靱化
対策分
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５　災害復旧事業

区分 令和２年度 対 前 年 度

６月補正後 ２月補正後 当　　　初 比 較

予　算　額 予　算　額 予　算　額 （Ｃ－Ａ）

 事業別 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ／Ａ

( 0 )

補　助 8,011,000 4,800,000 8,011,000 100.0

( 0 )

県　単 295,085 514,312 295,085 100.0

( 0 )

計 8,306,085 5,314,312 8,306,085 100.0

( 0 )

補　助 645,490 0 645,490 100.0

( 0 )

県　単 101,920 0 101,920 100.0

( 0 )

計 747,410 0 747,410 100.0

( 0 )

補　助 17,000 0 17,000 100.0

( 0 )

県　単 0 0 0 －

( 0 )

計 17,000 0 17,000 100.0

( 0 )

8,673,490 4,800,000 8,673,490 100.0

( 0 )

397,005 514,312 397,005 100.0

( 0 )

9,070,495 5,314,312 9,070,495 100.0

都市災害

計

補 助 計

県 単 計

（単位：千円、％）

港湾災害

土木災害

令和元年度
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　 第２表　債務負担行為

　　 　 追 　　加

事　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

千円 

　（道路建設課）

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 100,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 2,000,000

令和４年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 450,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 440,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 150,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 300,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 260,000

令和５年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 250,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 200,000

令和３年度まで

主要地方道宮崎西環状線社会資本整備
総合交付金事業（古城工区）

議案第１号　令和２年度宮崎県一般会計予算

国道 327号社会資本整備総合交付金事
業（永田１号橋上部工）

国道 503号社会資本整備総合交付金事
業（鶴野工区）

一般県道木脇高岡線社会資本整備総合
交付金事業（宮王丸高架橋上部工）

主要地方道高鍋高岡線大規模更新事業
（本庄橋旧橋撤去工）

主要地方道北方北郷線大規模更新事業
（川水流橋上下部工）

主要地方道都城霧島公園線社会資本整
備総合交付金事業（横市橋旧橋撤去工
、仮橋賃料）

主要地方道高城山田線大規模更新事業
（王子橋下部工）

主要地方道宮崎西環状線社会資本整備
総合交付金事業（古城２号橋下部工）
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

千円 

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 100,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 200,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 6,300,000

令和７年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 70,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 200,000

令和３年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 50,000

令和５年度まで

公共道路新設改良事業費 令和２年度から 600,000

令和４年度まで

　（道路保全課）

沿道修景美化推進対策費 令和２年度から 685,700

令和３年度まで

　（河　川　課）

公共河川事業費 令和２年度から 35,000

令和５年度まで

公共河川事業費 令和２年度から 40,000

令和４年度まで

一般県道元狩倉日南線防災・安全社会
資本整備交付金事業（山本橋上部工）

主要地方道日之影宇目線社会資本整備
総合交付金事業（赤石工区）

主要地方道高鍋高岡線防災・安全社会
資本整備交付金事業（鐘塚橋仮橋工、
仮橋賃料）

国道 327号防災・安全社会資本整備交
付金事業（佐土の谷３号橋上部工）

国道 219号防災・安全社会資本整備交
付金事業（越野尾１号橋下部工）

国道 219号防災・安全社会資本整備交
付金事業（岩下工区仮橋工）

国道 448号防災・安全社会資本整備交
付金事業（石波トンネル）

宮田川広域河川改修事業（鐘塚橋仮橋
工）

一ツ瀬川広域河川改修事業（警報局移
設補償）
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

千円 

公共河川事業費 令和２年度から 320,000

令和３年度まで

公共河川事業費 令和２年度から 260,000

令和３年度まで

公共河川事業費 令和２年度から 148,000

令和５年度まで

計 22件 13,158,700

三財川広域河川改修事業（河底横過ト
ンネル１工区）

三財川広域河川改修事業（河底横過ト
ンネル２工区）

横市川大規模特定河川事業（横市橋旧
橋撤去工、仮橋賃料）
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『宮崎県総合計画「未来みやざき創造プラン」アクションプラン』
におけるプログラム別施策体系（令和２年度予算・県土整備部）

※「○」は令和２年度新規事業新

１ 人 口 問 題 対 応 プ ロ グ ラ ム

１ 社 会 減 の 抑 制 と 移 住 ・ Ｕ Ｉ Ｊ タ ー ン の 促 進

建設産業の未来を担う人づくり促進強化事業
２ 産学金労官言の連携 みやざき建設産業経営力強化支援事業
による地域や産業を支 ○県 内 建 設 産 業 Ｐ Ｒ 促 進 事 業新

える人財の育成・確保 建 設 産 業 外 国 人 材 確 保 支 援 事 業
公 共 工 事 品 質 確 保 推 進 事 業
ふるさとみやざき土木の魅力発信事業

３ 地域の暮らしの確保や
中山間地域の振興 ○汚 水 処 理 広 域 化 ・ 共 同 化 調 査 事 業新

４ 本 県 の 未 来 を 担 う 子 ど も た ち の 育 成

５ 合 計 特 殊 出 生 率 の 向 上 に 向 け た 環 境 づ く り

２ 産業成長・経済活性化プログラム

１ 本県経済をけん引する成長産業の育成と新産業の創出

２ 本 県 の 基 幹 産 業 で あ る 農 林 水 産 業 の 成 長 産 業 化

３ 地 域 経 済 を 支 え る 企 業 ・ 産 業 の 育 成

４ 資源・エネルギーの循環促進と低炭素社会の実現に向けた取組

公 共 道 路 新 設 改 良 事 業 費
５ 交通・物流ネット 県 単 特 殊 改 良 費
ワークの整備と効率 高 速 自 動 車 国 道 等 直 轄 事 業 負 担 金
化の推進 高速道路利活用促進・整備促進ＰＲ事業

公 共 港 湾 建 設 事 業
宮 崎 港 ふ 頭 整 備 事 業
ポ ー ト セ ー ル ス 推 進 事 業
宮 崎 駅 西 口 駅 前 広 場 整 備 事 業

３ 観光・スポーツ・文化振興プログラム

１ 魅力ある観光地づ 住みよいふるさと広告景観づくり事業費
くりと誘客強化 美 し い 宮 崎 づ く り 推 進 事 業

２ 「スポーツランドみやざき」の構築と県民のスポーツ活動・交流の促進

３ 文化資源を生かした地域活性化や県民の文化活動・交流の促進
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４ 生涯健康・活躍社会プログラム

１ 地域における福祉・医療の充実と健康寿命の延伸

２ 生きる喜びを実感 公 共 道 路 維 持 事 業 費
し、安心して暮らせ 県 単 交 通 安 全 施 設 整 備 費
る社会づくり 公 共 県 営 住 宅 建 設 事 業 費

県 単 県 営 住 宅 建 設 等 事 業 費

３ 一人ひとりが活躍できる多様性を持った社会づくり

５ 危 機 管 理 強 化 プ ロ グ ラ ム

１ ソフト・ハード両 県 単 道 路 維 持 事 業
面からの防災・減災 公 共 河 川 事 業 費
対策 公 共 土 木 災 害 復 旧 費

ダ ム 施 設 整 備 事 業 費
県 単 河 川 改 良 費
公 共 砂 防 事 業 費
公 共 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 費
公 共 海 岸 保 全 港 湾 事 業
特 殊 建 築 物 等 の 安 全 点 検 推 進 事 業
被災建築物・宅地応急危険度判定体制整備事業
木 造 建 築 物 等 地 震 対 策 促 進 事 業
建 築 物 地 震 対 策 費
総合運動公園津波避難施設整備事業

２ 緊急輸送や救急 公 共 道 路 新 設 改 良 事 業 費 （ 再 揭 ）
医療の観点による 公 共 道 路 維 持 事 業 費 （ 再 揭 ）
社会資本整備と適正な ダ ム 施 設 整 備 事 業 費 （ 再 揭 ）
維持管理 県 単 河 川 修 繕 費

公 共 海 岸 事 業 費
ダ ム 施 設 管 理 事 業
公 共 港 湾 建 設 事 業 （ 再 揭 ）
公 共 街 路 事 業 費

高速自動車国道等直轄事業負担金（再揭）

高速道路利活用促進・整備促進ＰＲ事業（再揭）

３ 人 へ の 感 染 症 に 対 す る 感 染 予 防 ・ 流 行 対 策 強 化

４ 家 畜 伝 染 病 に 対 す る 防 疫 体 制 の 強 化
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○県内建設産業ＰＲ促進事業新

管 理 課

１ 事業の目的・背景

建設産業の担い手として期待される多くの若者が県外に流出する現状を踏

、 、 、まえ 高校生や大学生等のほか 保護者や本県へのＵターン希望者に対して

建設産業の魅力をＰＲし、県内建設産業への就職促進を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２，５００千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和２年度～令和４年度

(4) 事業内容

① 親子ツアーの開催

建設産業の魅力をＰＲするため、高校生等の親子を対象とした現場

見学会や職場説明会を開催する。

② 就活ガイドブックの作成

学生やＵターン希望者等から、就職先として選択してもらえるよう

に、県内企業の給与水準や離職率、福利厚生など具体的な就業状況や

職場環境等を紹介するガイドブックを作成・配布する。

３ 事業の効果

建設産業の魅力や認知度が向上することにより、生徒、学生等の県内就職

に対する意欲が醸成され、建設産業の喫緊の課題である担い手の確保が促進

される。
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宮崎港ふ頭整備事業
港 湾 課

１ 事業の目的・背景

宮崎-神戸間を運航している長距離フェリーの大型化に伴い、トラック積載台数
が増加するため、２階部分の乗降口へ直接乗り降りするサイドスロープ（車両乗降
用施設）を整備するための設計を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２５，０００千円
(2) 財 源 県債
(3) 事業期間 令和２年度
(4) 事業内容 サイドスロープ実施設計

３ 事業の効果

サイドスロープを整備することで、出港直前に集中する農産物を運ぶトラックを
短時間でより多く積み込むことが可能となることから、荷役時間の短縮が図られ安
定的な輸送が確保される。

※１ １･２階両方８０台として試算

※２ 入港後、最後に下船する有人トラック

を想定

４ 整備スケジュール

５ 参考（その他の整備）
サイドスロープに加え、今後、県において防衝壁や係船柱の追加及び駐車場の再

編を行うとともに、国において航路等の浚渫を実施する予定である。

サイドスロープ設置

宮崎港荷役時間※1 神戸港下船時間※2

現船+サイドスロープなし 130台 2時間10分 45分後
新船+サイドスロープなし 160台 2時間50分 1時間後
新船+サイドスロープあり 160台 1時間40分 30分後

サイドスロープ

荷役時間の比較

サイドスロープ（イメージ）

写真は現在運航しているフェリー
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○汚水処理広域化・共同化調査事業新

都市計画課 美しい宮崎づくり推進室

１ 事業の目的・背景

市町村が事業主体である汚水処理（下水道・農漁業集落排水・浄化槽・し

尿処理）事業の経営効率化を図るため、県が２６市町村について、行政界を

越える広域的な取組や、汚水処理施設の共同利用などに向けた可能性を調査

する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １４，０００千円

(2) 財 源 国庫支出金 ７，０００千円

一般財源 ７，０００千円

(3) 事業期間 令和２年度

(4) 事業内容 処理施設の統廃合や共同利用等のハード連携、維持管理や

業務の効率化に向けたソフト連携など、自治体毎に実現可

能な広域化・共同化の方策を洗い出す。

【ハード連携の例】

【ソフト連携の例】

参考：汚水処理施設数

（）は既に接続済みで外数

３ 事業の効果

市町村の汚水処理事業の持続的な運営に向け、県としての広域的な視点か

ら、行政界を越えた実現性のある方策を提案することにより、市町村におけ

る広域化・共同化の取組を推進し、事業の経営効率化が図られる。

業務の共同契約
市町村数 施設数

下水道 17 32
農業集落排水 13 59(3)
漁業集落排水 5 8
浄化槽 4 2,418
し尿処理 26 18(2)
計 2,535(5)
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総合運動公園津波避難施設整備事業

都市計画課 美しい宮崎づくり推進室

１ 事業の目的・背景

南海トラフ地震など、最大クラスの地震による津波の発生に備え、総合運

動公園利用者の安全を確保するため、新たな避難施設を整備する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，１６０，０００千円

(2) 財 源 県債

(3) 事業期間 令和元年度～令和２年度

(4) 事業内容

３ 事業の効果

新設津波避難施設を整備することで、新たに３１，３００人が避難可能と

なり、総合運動公園利用者の更なる安全が確保される。

【総合運動公園 津波避難施設整備計画】

Ａエリア

Ｂエリア

Ｄエリア

Ｃエリア

投てき場
第二陸上競技場

ひむか

スタジアム

水泳場

木の花ドーム

運動広場
AB

軟式野球場A

軟式野球場B

日向景修園

合宿所

サンマリン
スタジアム 中央第二駐車場

青島青少年自然の家

青少年センター

第一陸上競技場

運動広場CD

自転車競技場
（ホッケー場）

補助競技場 第三競技場
（サッカー場）

ラグビー場

テニス
コート

ゲートボール場

遊戯
広場

避難デッキ
避難デッキ

連絡橋

武道館

３塁側

１塁側

盛土高台 メインスタンドデッキ

凡 例
：新設津波避難施設
：既存津波避難施設

中央広場

エリア名
整備内容

事業費
令和元年度 令和２年度

Ａエリア

サンマリンスタジアムを中心とする区域
・３塁側避難デッキ

・１塁側避難デッキ

・連絡橋
１１億円

Ｂエリア

第１陸上競技場を中心とする区域

・盛土高台

・メインスタンドデッキ
３６億円

Ｃエリア

テニスコートを中心とする区域

・テニスコート側

　避難デッキ

・運動広場側

　避難デッキ
１３億円

事業費内訳 １８億４千万円 ４１億６千万円 ６０億円
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議案第２２号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

建築住宅課

１ 改正の理由

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和
元年法律第４号）により、建築物の省エネ対策が強化されたことに伴い、省エネ
ルギー性能を評価する簡易な方法が追加されたこと等から、所要の改正を行う。

２ 改正の内容

(1) 別表第２に定める手数料の追加
次の手数料について、簡易な計算方法（モデル住宅法、フロア入力法）に

係る手数料を追加

（452の14）建築物エネルギー消費性能基準適合認定 申請手数料※１

＜参考＞種別 床面積 金額
(簡易計算法) 従来の計算法（建築物１棟につき）

戸建住宅 200㎡未満 18,000円 34,000円
( ) 200㎡以上 19,000円 38,000円モデル住宅法※2

300㎡未満 32,000円 68,000円
共同住宅 300㎡以上 2,000㎡未満 55,000円 112,000円

( ) 2,000㎡以上 5,000㎡未満 98,000円 191,000円フロア入力法※3

5,000㎡以上 148,000円 273,000円

(2) 別表第２に定める手数料の計算方法の追加
次の手数料について、共同住宅で共用部分（共用廊下、共用階段等）を評価

しない簡易な計算方法が追加されたことに伴い、その手数料の算定方法を追加

（452の７､８）低炭素建築物新築等計画認定 ･変更認定申請手数料※4

建築物エネルギー消費性能向上計画認定 ･変更認定申請手数料（452の12､13） ※5

（452の14） 建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料

(3) 引用する規則の条項ずれに伴う改正

改正前 改正後

建築物エネルギー消費性能基準 建築物エネルギー消費性能基準
452の14 等省令第１条第１項第２号イ 等省令第１条第１項第２号イ

(2)及びロ(2)の基準に係る審査 (3)及びロ(3)の基準に係る審査

３ 施行期日

公布の日
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議案第２２号 関連資料

※１ 建築物エネルギー消費性能基準適合認定
既存建築物について 「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令」に規、

定する基準（以下「省エネ基準」という ）に適合していることを認定する制度。
で、従来の計算方法では、屋根、外壁、窓等の面積、方角、断熱性能等や設備
の性能値等の詳細な入力が必要

※２ モデル住宅法
戸建て住宅に適用される計算方法で、断熱材や窓の仕様、設備の種類等の簡易

な情報で基準に対する適否を判断する計算方法

※３ フロア入力法
共同住宅に適用される計算方法で、住戸ごとの詳細なデータ入力を省力化し、

フロアごとにまとめて入力することで住棟全体を評価する簡易な計算方法

※４ 低炭素建築物新築等計画認定
「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき、エネルギー消費性能を省エ

ネ基準に比べて１０％以上向上させるほか、低炭素化に資する措置を講じること
とする建築計画の認定制度

※５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定
建築物の新築や既存建築物の改修を行うことで、その建築物のエネルギー消費

性能が省エネ基準のうち 「誘導すべき基準」と呼ばれるより厳しい基準に適合、
するようにするための認定制度

＜参考＞
共用部分を評価しない簡易な計算方法の場合の手数料の算定例

共同住宅で延床面積2,100㎡（うち共用部面積200㎡）の場合

手数料算定に係る床面積算定の区分の適用
床面積の区分

（ ）300㎡以上 2,000㎡未満 ← 簡易な計算方法＝床面積1,900㎡ 共用部分除く
2,000㎡以上 5,000㎡未満 ← 従来の計算方法＝床面積2,100㎡

簡易な計算方法 従来の計算方法
（共用部分除く）

（452の７） 低炭素建築物新築等計画 208,000円 325,000円
認定定申請手数料

（452の12） 112,000円 191,000円建築物エネルギー消費性能
向上計画認定申請手数料

（452の14） 建築物エネルギー消費性能 112,000円 191,000円
基準適合認定申請手数料
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事業費の10分の１

１　公共急傾斜地崩壊対策事業
　　（急傾斜地崩壊対策）

事業費の20分の１以上

10分の１以下

議案第４６号

１　公共急傾斜地崩壊対策事業
　　（災害関連緊急急傾斜地崩壊対策）

事業費の40分の１以上

10分の１以下

１　公共海岸保全港湾事業 事業費の10分の１

１　公共港湾建設事業 事業費の10分の１

土木事業執行に伴う市町村負担金徴収について

　令和２年度土木事業執行について、当該事業に要する経費に充てるため、市町

村負担金を次のとおり徴収する。

１　公共海岸事業
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